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急速な高齢化の進行に対応し、高年齢者が少なくとも年金受給開始年齢までは意欲と能力に応じて働き続

けられる環境の整備を目的として、「高年齢者等の雇用の安定等に関する法律」（高年齢者雇用安定法）の一部

が改正さすk平成25年4月1日から施行されます二今回の改正は、定年に達した人を引き続き雇用する「継続雇

用制度」の対象者を労使協定で限定できる仕組みの廃止などを内容としています。

＠継続雇用制度の対象者を限定できる仕組みの廃止

＠継続雇用制度の対象者を雇用する企業の範囲の拡大

＠義務違反の企業に対する公表規定の導入

＠高年齢者雇用確保措置の実施および運用に閲する指針の策定

｜ ＠継続雇用制度の対象者を限定できる仕組みの廃止 ｜ 

65歳未満の定年を定めている事業主が、高年齢者雇用確保措置として継続雇用制

度を導入する場合、現行の法律では、継続雇用の対象者を限定する基準を労使協定に

よって定めることができます。改正法ではこの仕組みが廃止され、平成25年4月1日

からは、希望者全員を継続雇用制度の対象とすることが必要になります。

ただし、以下の経過措置が認められています。

【経過措置】

平成25年3月31固までに、纏続雇用制鹿の対象者の菖準を労使協定で置けている場合

・平成28年3月31日までは61歳以上の人l乙対して

・平成31年3月31 固までは62歳以よの人l乙対して~ I 置準を．．． ，｜適用することが
・平成34年3月31日までは63歳以上の人に対して ーー守’ ｜’ ｜ できます。
・平成37年3月31固までは64歳以上の人に対して

．たとえば、平成28年3月31日までの聞は、61歳未満の人については希望者全員を

対象にしなければなりませんが、61歳以上の人については基準に適合する人に限

定するととができます。

｜ ＠継続雇用制度の対象者を雇用する企業の範囲の拡大 ｜ 

定年を迎えた高年齢者の継続腫用先を、自社だけでなく、グループ内の他の会社（子

会社や関連会社など）まで広げるととができるようになります。

子会社とは、議決権の過半数を有しているなど支配力を及ぼしている企業であり、

関連会社とは、議決権を2096以上有しているなど影響力を及ぼしている企業をいい

ます。

この場合、継続雇用についての事業主聞の契約が必要となります。
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｜ ＠義務違反の企業に対する公表規定の導入 ｜ 

高年齢者雇用確保措置を実施していない企業に対しては、労働局、八口ーワークが

指導を実施します。

指導後も改善が見られない企業に対しては、高年齢者雇用確保措置義務に闘する勧

告を行い、それでも法律違反が是正されない場合は企業名を公表することがあります。

｜ ＠高年齢者雇用確保措置の実施・運用に闘する指針の策定 ｜ 

今後、事業主が講ずべき高年齢者雇用確保措置の実施および運用に関する指針を、

労働政策審議会における議論などを経て策定されます。

乙の指針には、業務の遂行に堪えられない人※を継続雇用制度でどのように取り扱

うかなどを含みます。

※平成24年1月6日の労働政策審議会の建議では、「就業規則における解雇事由また

は退職事由に該当する者について継続雇用の対象外とするとともできる」とし「と

の場合、客観的合理性・社会的相当性が求められる」と示されています。

【定年を定める場合】高齢者雇用安定法第8条
事業主が労働者の定年の定めをする場合は、60・を下回るととができない。

｛厚生労働省令で定める業務を験く）

【高年齢者雇用植保措置とは】高働者雇用安定法第9条
定年を65歳未満に定めている事業主は、その雇用する高年齢者の65蝿ま

での安定した雇用を確保するため、次の①～③のいずれかの措置（高年齢者雇

用確保措置）を簡じなければなりません。

①定年の引き上げ ②継続雇用制度の湾入 ③定年制の廃止

0高年齢者雇用安定法の改正について

http://www.mhlw.gojp/general/seido/anteikyoku/kourei2/dl/le剖 etl.pdf

O改正高年齢者雇用安定法 Q&A（高年齢者雇用確保措置関係）

h社p://www.mhlw.gojp/general/seido/anteikyoku/kourei2/qa/index.html

O高年齢者雇用確保措置について

h社p://www.mhlw.gojp/general/seido/anteikyoku/kourei2/dl/leafle・也 pdf

O募集・採用における年齢制限禁止について

h社p://www.mhlw.gojp/topics/2007/08/tp083 l -l .html 



以下、本項については2012年8月現在の情報です二最新の内容は厚生労働省あるいは高齢・障害・求職者雇用

支援機構のホームページをご覧下さい。

I n ＞高年齢雇用継続給付（働く高齢者への助成） ｜ 
(h世ps://www.hellowork.gojp/insurance/insurance_continue.html}

高年齢雇用継続給付金は、雇用保険の被保険者であった期聞が5年以よの60歳以よ65歳

未満の一般被保険者が、原則として60歳以降の賃金が60歳時点l乙比べて、7596未満に低

下した状態で働き続ける場合に支給されます。同給付金には、「高年齢雇用継続基本給付

金』と60歳以後に再就職した場合に支給される「高年齢再就職給付金」の2種により構成

されます。以下は高年齢雇用継続基本給付金についての説明です。

1支給対象者

(a）失業給付を受給しないで雇用を継続する、60歳以上65歳未満の一般被保険者であること、

(b）雇用保険の被保険者であった期聞が遇算して5年以上あること、

(C）被保険者が60歳に達した月（または受給資格を満たした月）から65歳に達する月まで固

2支給対象期間

被保険者が60歳に遣した月（または受給資格を満たした月）から65歳に遣する月まで．

3支結額

60歳以上65:dll未満の各月の賃金が60歳時点の賃金の61%以下に低下した場合は、各月の賃金の

15%相当額となり、60歳時点の賃金の61%超75%未満に低下した場合は、その低下率に応じて、

各月の賃金の15%担当額未満の額となります．

（各月の賃金が343,396円を超える場合は支給されません。（乙の額は毎年8月1自に変更されま

す。））

・支給例 60歳時点の賃金が月額30万円であった場合、60歳以後の各月の賃金が18万円に低下

したときには、60%に低下したことになりますので、1か月当たりの賃金18万円の15%

に相当する額の2万7千円が支給されます。

4手編き（事損所の所在地を管帽する公共職難安定所に提出｝

高年齢雇用継続給付の支給を受けるためには、原則として2か月に一度、支給申請書を提出する必

要があります。

支給申請書の提出は、初回の支給申請（最初に支給を受けようとする支給対象月の初日から起算し

て4か月以内）を除いて指定された支給申請月中に行う必要があり、提出期限を過ぎますと、原則と

して支給が受けられなくなりますので、ご注意ください。

5申帽者

事業主又は被保険者（できるだけ、事業主が支蛤申請書を提出することについて労使聞で協定を締

結したよで、事業主が行うようにしてください。）

・間合せ先：最寄りの労働局、ハローワーク
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I c2＞新規に雇用する際の事業主に対する助成

d折規に高齢者を圃い入れた場合帽特定求職者雇用開発助成金〉

①特定就職困難者雇用開発助成金（60歳以上65歳来満）

・ 60歳以上65歳未満の高年齢者等の就職困難者を、ハローワークの紹介により「1）、新
たに継続して雇用する労働者として雇い入れる乙とが要件です。

．受給額・期聞は労働時聞により異なります。

対象労働者｛一般被保険者）

官
一市内

大企業 l中小企業

60歳以上65歳未満の高年齢者【短時間労働者以外II so万円 190沼円

60旗以よ65.未満の高年齢者【短時間労働者｛＋｝】 I 30万円 160万円

・申園者：事業主

・問合せ先：最寄りの労働局、ハローワーク

②高年齢者雇用開発特別奨励金（65歳以上）

.65蔵以上の離職者（雇入時点、満年齢）を八口ーワークの紹介により「2）、一週間の所

定労働時聞が20時間以上の労働者として雇い入れること（1年以上継続して雇用する

ことが確実な場合に限る）が要件です。

．受給額・期聞は労働時間や企業規模により、以下の通りです。

対象労働者｛一般彼保険者）
支給額 助成対象期間

大企業 中小企業 大企業 中小企業

6【週5a当以た上りのの労高働年時齢間者カ電30時間以上】 50万円 90万円 1年 1年

65•以上の高年働者
I週当たりの労働時聞が＇20時間以上30時間未満】 30万円 60万円 1年 I年

・問合せ先：最寄りの労働局、ハローワーク

〈中高年者を闘行聞に眉い入れたい場合個中高年賦行雇用奨励金〉

.45歳以上の中高年齢者「3）で、試行雇用を経ることが適当であると公共職業安定所

長が認める者を、公共職業安定所（八口ーワーク）の紹介により試行的に短期間（原則

3ヶ月）雇用する場合に支払われます。

・受給額：対象労働者一人につき、月額40,000円。

．受給期間：上限3ヶ月。

．申請者：事業主

・問合せ先：最寄りの労働局、ハローワーク

「l）または「適正な運用を期すととのできる有稗・無料職業紹介事業者の紹介により」．

「Z)（同上i
「3)I原.ltlとして雇用保険受給資格者又は被保険者資格の喪失自の前日から起算して1年前の目から当該喪失固までの聞に被保険者で

あった期聞が6か月以よあった者．

（以上、本ページにお付る情報について除、厚生労働省ホームページ「高年齢者雇用対策」の項を御参照下さい．）

h世p://www.mhlw.gojp/general/seido/joseijkyufukin/c02-l .html、

並ぴlζh杭p://www.mhlw.g。jp/general/seidoθ。sei/kyufukin/c02-4.html)



mJB.r盟国四亙主主聖~王室冨~長田E
(h世p://wwwjeed.or jp/elderly /employer /subsidy /subsidy30・2.html)

中小企業定年引上げ等奨励金は、中小企業（雇用保険の常用被保険者数300人以下）の

事業主が、65歳以上への定年の引上げ、定年の定めの廃止文は70歳以よまでの継続雇用

制度の導入を実施した場合に、その実施した措置や企業規模に応じ最大で120万円まで

の額が支給される制度です。

1助成の内容

事業主が実施した措置及び企業規模に応じて、下表の額を支給します．また、あわせて高年齢者

の勤務時聞を多様化する制度を導入した場合には、企業規模によらず一律20万円を加算します。

事業主カ寝泊レた指置及ぴ支給金額［万町

制定年の引上げ (b）定年の引上げ（70 (c）希望者全員を対象

現行の 企業規模 (65歳以上70蔵未満）
員歳以上）、定年の定め とする65以上70腸

定年年齢 （人）
の廃止又は希望者全 未満までの継続雇用

員を対象とする70蔵 制度と同時に労使協

以上まての継続雇用 定に基づく基準該当

制度の導入 者を対象とする 70

歳以上までの継続雇

用制度の導入

60歳以上
1-9 40 40 20 

[20] [20] 

ー 10-99 60 80 40 
65歳未満 [30] [40] 

問。”300 80 120 60 
[40] [60] 

10-99 40 
[20] 

I”9 80 
[40] 

100-300 120 
[60] 

llE上表（a）及び(b）の［］内の頓陣、支飴申請自の前自において当議事業主に1年以上鑑笛しτ眉阿古札Tいる64.以上の雇用保険種保険者がいない

場合に支給される慣です．また、（c）について位、支蛤申請自の前自において当該事業主にT年以上纏臨しτ雇用されている64.店以上の雇用保険種保険

者がいない場合は支自白されません．

llE上記の内容悼平成24年4月1日以降に制度毒事入された事業主に適用されま曹、

2受信手陣き

申請の手続きは、各都道府県高齢・障害者雇用支援センターに申請書類を提出してください。なお、

奨励金を受給するには、就業規則等における定年などの定めが高齢法違反にならないよう藍備され

ていること、60歳以上の雇用保険の被保険者を 1名以上雇用していること等いくつかの支給要件を

満たす必要がありますので、申薗をお考えの隠は最寄りの各都道府県高齢・陣書者雇用支援センター

までお問い合わせください．

・問合せ先：各都道府県高齢・陣害者雇用支援センター

(http://wwwjeed.o吋p/jeed/location/loc01.html#08)
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•e~·迂指~r;t~.. ~;i君3与謝l!:if.~f量（..~主詞司自i；厄彊t国.~i'，；~f 1l~·.P理ヨトJi;.iJii君司E

(http://wwwjeed.o吋pfelderly /employer /subsidy /subsidy30・7.html)

高年齢者職域拡大等助成金は、高年齢者の意欲と能力を活かすため、希望者全員が65歳

以上まで働くことができる制度の導入または70歳以上まで働くことができる制度の導入

にあわせて、高年齢者の雇用管理制度の構築や高年齢者の職域の拡大に取り組み、高年齢

者がいきいきと働ける職場の整備を行う事業主に対して、当該取組みに係る経費の3分

の1に相当する額を、500万円を限度として支給する制度です。

・・・； iI ＇~： 1:-r~1 骨子：＿＝t:l開基.，!£: r ,'f1 ~. fl'fl'.零烹1高言通E・・・・

独立行蔵法人
高齢・陣膏・事聴者

雇用支揚揚揖

鴫踊＠量文噂に闘する
酎薗＠軍定

活語2且阻晶与

1.新たに希望者全員が65•ーまで働ける制度を事入するとと
※65・以ょの定朱定年の定めの恥上又は希筆者全員田.纏綿雇用制度

2新たに70寓まで働ける制度を事入するとと
※70.・以上の定年、定年の定めの廃止又は希質者全員若じ〈は労使協定に.

づ〈益準骸当者を対象とする70.・以上銀銭雇用制度

1.高年齢者の眉用管理制度の聾傭
・賃金制度・飽カII'価制度の術策

．短時間勤君臨制皮・在宅動MJ!kの辱入

．専門’量制度の・入
・研修司事館力関先プログラムの開先等

2.高年齢者の鴫域＠拡大
．高年働者市噛きやすい事策分野への進出

・底存の・S内容のうち高年齢者の就労に肉〈作業の切り出し

．高年．者ffla7可能となるような作鎗綬備・作叢環境・作集方法の改・等

3.その他
．高年働従議員の健康鎗持に係る取組等1.2に準ずる取組

計
画
実
施
期
間
（
2
年
以
内
｝

高年歯脅か虫歯Rを持つτい審い曹と倒防る鴎場＠極大

1助成の内容

職域肱大等の措置に要した経費（人件費等を除く）の3分の1を支給します。

ただし、支給申請日の前日において当骸事業主に1年以上雇用される55歳以上の雇用保険被

保険者1名につき10万円（「定年の引上げ等の措置』が上図の「l.』と「2.』のいずれにも該当す

る場合は20万円）を乗じた額（その額が500万円を超える場合は500万円）を上限とします。

2受給手観き

この助成金の支給を受ける事業主は、職域拡大等計画書を当該計画の開始日の6カ月前の日

から2カ月前の日までに各都道府県高齢・障害者雇用支援センターを経由レて、独立行政法人高

齢・障害・求職者雇用支援機構に提出し、認定を受ける必要があります。

・問合せ先：各都道府県商齢・障害者雇用支撮センター

{h坑p://wwwjeed.o「.jp/jeed/loca甘on/locol .html#OB) 

当



〔鰐情縦 一に…

｜（出を一社の高儲蜘入れる事駐附助成 ｜ 
（高年齢者労働移動受入企業助成金）｜

(h抗p://wwwjeed.o吋pfelderly /employer /subsidy /subsidy30・7.html)

高年齢者の円滑な労働移動の促進を図るため、定年を控えた高年齢者で、その知識や経

験を活かすことができる他の企業への雇用を希望する者を、職業紹介事業者の紹介によ

り、失業を経ることなく雇い入れる事業主に対して、対象労働者1人につき70万円を支給

する制度です。

A会社

l、
定年予定者の失業なき労働移動 l、
ーーーーーーーーーーーーー 、
~ ・有料職業紹介事業者のあっせんに ＼ 
’ よる再就職
I ・無料職業紹介事業者（産業雇用安定 ~ 
I センタ一等｝のあっせんによる再就聴 ／ 

I －ーーーーーーーーーーl， 
l’ 〆

対象高年働者を有料職業紹介事業者や産業雇用安定セン
タ一等の無料’偉業紹介事業者のあっせん等により受け入れた
鳩合、受け入れた事業主に対して助成金を支給

対象者1人につき河万円（短時間労働者 40万円）

1助成の内容

対象被保険者の雇入れ1人につき70万円を支給します。

B会社

※A会社と密接な関係

にない事業主

※65鼠までの雇用確保
措置を講じている事業主
｛平虞25年3)i!31固までは剖鳳｝

ただし、短時間労働者(1週間の所定労働時聞が20時間以よ30時間未満である者）を雇い入れる場

合は1人につき40万円となります。

2受信手続き

との助成金の支給を受ける事業主は、助成金の対象となる労働者を雇い入れた固から起算して6

力月を経過した目から 1年以内に、各都道府県高齢・障害者雇用支援センターに申請書類を提出レ

てください。

・問合せ先：各都道府県高齢・陣害者雇用支援センター

(h抗p://www.jeed.o吋p刀eed/location/locOl .html#08) 
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(h坑p://wwwjeed.o吋p/elderly/employer/elderOl.html#secOl) 

[ (1）高年齢者雇用アドバイザーとは ） 
『高年齢者雇用アドパイザー』「70歳雇用支援アドバイザー」とは、高齢者雇用問題に精

通した経営・労務コンサルタント、中小企業診断士、社会保険労務士、企業の人事労務担当

経験者など専門的かっ実務的な知識と経験を有する人たちの中から、独立行政法人高齢・

障害・求職者雇用支援機構が認定・委嘱し各都道府県の高齢・障害者雇用支援センターに

配置している高齢者の雇用問題に関する専門家です。

： ロ）高年齢者雇用アドバイザー等による支援サービスの内容 ） 

l相談・助言サービス 無担」 山総恥マム無料
川部旭~無料－高年齢者の継続雇用に必要な雇用環境の

聾備に関する相談・援助を行なっています。

・人事管理制度の整備に関すること

・賃金、退職金制度に関するとと

簡単な質問票にご記入いただくだけで、高

年齢者を活用するための課題（例えば、職場

改善、健康管理、教育訓練、人件費と処遇、継

続雇用に関する意識など）を見つけ出し、そ

の課題解決策について分かりやすくアドパ

イスします。診断は無料です

．職場の改善、開発に関すること

．能力開発に関すること

l企画案サービス 有引
高年齢者雇用アドバイザ一等が、その専門性を活かして人事・労務管理上の諸問題について具体

的な解決案を作成し、高年齢者の継続雇用を図るための条件整備をお手伝いします。

例） 賃金・退職金、人事管理制度の見直し、職場の改善・開発、能力開発、職務再設計、健康管理の

推進等についての改善案作成など。また、企画立案書提出後も必要なフォ口ーアップを行ないま

す。企画立案サービスは有料ですが、事業主の負担は原則として2分の1です。

〈企画立農サービスの具体例〉

cr自家斑~

．定年を65歳に延長予
定だが、高脂従業員の
健康問題が心配だ．

•10歳までの継続雇用
制度を導入したが、60
歳代前半贋からの意
欲低下が問題だ．

~ 
~限移符』在自主主3
．通常の健康診断のほかに、

常時相談できる相談窓口常

時相践できる相談窓口内容

の弾力化を提案．

・継続雇用者に対しても評価

制度を導入し、努力と成果

に報いる制度の導入を提

案．

庭~
Zl~巨』伊~自習

・高齢従業員の自己管理意誠が向上

し欠勤が減少．また、動費編成や要

員配置が容易になった．その結果、

定年を65歳に延長した．

．高齢者にも分かり易い評価制度を

導入した．継続雇用者だけではなく

従業員のモラールが向上レ、職場が

明るくなり生産性が向よした．



北海道高齢・陣害者雇用支援センター 干060-0004 キυ幌市中央区北四条酉4-1キU陽園際ピル4階 011-200毛685

青森高齢・陣審者雇用支援センター 干030-0822 青森市中央 l-25-9EME宵森ピル 6階 017-721-2125 

岩手高齢・障害者肩用支援センター 干020-0024 盛岡市菜園 1・12・10日鉄鉱盛岡ピル5階 019~54-2081 

宮城高齢・障害者雇用支援センター 干980-0021 仙台市青葉区中央 3-2・1育葉通プラザ 13階 022-713~121 

秋田高齢・陣富者雇用支援センター 干010-0951 秩田市山主 2トド7束力ンピル 3階 018-883-3610 

山形高齢・陣書者雇用支援センター 干990-0039 山形市香澄町 2-2-31力一三一プレイス山形3階 023~7 4-9567 

福島高齢・陣害者雇用支援センター 干960-8034 福島市置踊町 1-29佐平ピル 8階 024-524-2731 

茨域高齢・障害者雇用支援センター 干310-0803 水戸市城南 1-1-6サザン水戸ピル 7階 029-300・1215

話木高齢・障害者雇用支援センター 宇320-0811 宇都富市太週会1-5明治安回生命宇都宮大通りピル2階 028~10-0655 

群馬高齢・陣曹者雇用支媛センター 干379」・2154 前宿市天川大島町 130-1 027-287-1511 

熔玉高齢・陣富者雇用支蟹センター 干330-0074 さいたま市浦和区北浦和牛5・5~t浦和夫栄ピル 5 階 048-814-3522 

千葉高齢・陣害者雇用支援センター 干261-0001 千葉市美浜区幸町 1・ト3 043-20牛・2901

東京高齢・障害者雇用支蜜センター 干130-0022 東京都墨田区江東福 2-19・12 。3-5638-2284
神奈川高齢・障害者雇用支援センター 干23H1003 横浜市中区北仲遇4-40商エ中金横浜ピル 5階 倒5~40-304e

新潟高齢・陣膏者雇用支援センター 干951-8061 新潟市中央区西掴週 6-B66NEXT21ピル 12階 025-226屯011

富山高齢・陣害者雇用支援センター 干930-00倒 富山市艦橋週り 1-18住友生命富山ピル 7階 076-471・・7770

石川高齢・障害者雇用支援センター 干920-0856 金沢市昭和町 16-1ヴィサージュ 1階 076-255毛001

福鼻高齢・陣害者雇用支援センター 干910-0005 福井市大手 2-7-15明治安田生命福井ピル 10階 0776-22・5560

山梨高齢・陣曹者雇用支援センター 干400-0031 甲府市丸の内 2・7・・23鈴与甲府ピル 1階 055-236-3163 

長野高齢・陣書者雇用支援センター 干380-0836 長野市南県町 1040-1日本生命長野県庁前ピル 6階 026-269-0366 

岐阜高齢・障害者雇用支援センター 干5α)-8856 岐阜市橋本町 2-20II飛ピル 5階 058-253-2723 

静岡高齢・障害者雇用支援センター 干420-0851 静岡市型車区黒金町 59・6大同生命静岡ピル7指 054-205-3307 

愛知高齢・陣曹者雇用支援センター 干450-0002 名古屋市中村区名駅牛込28名古屋第＝埼玉ピル4階 052-533-5625 

三重高齢・陣書者雇用支援センター 干514-0002 津市島崎町 327-1 059-213-9255 

滋賀高齢・陣曹者雇用支撮センター 干520-0056 大海市末広町 1-1日本生命大望書ピル3階 077-526.a841 

京都高齢・障害者雇用支援センター 干600-8006 京都市下京区四条遇制馬場西入立売中之町99四条SEfピル5階 075・・25牛7166

大阪高齢・障害者雇用支援センター 宇541-C氾56 大阪市中央区久太郎町 2-4-11クラポウアネックスピル3階 06-4705毛927

兵庫高齢・ 陣曹者雇用支媛センター 干650-0023 神戸市中央区栄町通 1-2・7大同生命神戸ピル 2階 078-325-1792 

奈良高齢・陣書者扇用支蟹センター 干630-8122 奈良市三条本町ら21JR奈良伝宝ピル6階 0742-30-2245 

和歌山高齢・障害者雇用支銀センター 干64-0-8154 和歌山市六番丁 24ニツセイ和歌山ピル 6階 073-499-4175 

鳥取高齢・障害者雇用支援センター 干680-0835 鳥取市東晶治町 102鳥取駅前ピル3階 085H幻－154昌

島根高齢・障害者雇用支援センター 干690-0887 松江市殿町 111山陰放送・第一生命共同ピル3階 国52~0刊77

岡山高齢・陣書者雇用支援センター 干700-0907 岡山市北区下石井 2-1-3岡山第一生命ピル4階 叩 6-801る 市O

広島高齢・陣害者雇用支援センター 干730-0013 広島市中区八丁場 16-14第 2広竃ピル 7階 佃 2-511-2631

山口高齢・障害者雇用支援センター 干753-屯074 山口市中央 5-7-3山口センターピル2階 偲 3剖 5-2050

徳島高齢・陣害者雇用支援センター 干770-0823 徳島市出来島本町 1-5 回8~11-2388

香川高齢・陣書者雇用支援センター 干760-0017 高松市番町 1・6-1住友生命高松ピル8階 回：7-813-2051 

費媛高齢・聞書者肩用支援センター 干790-0006 松山市南相指町Eト8オワセピル4階 回 9剖 6-3201

高知高齢・障害者雇用支援センター 干780-0053 高知市駅前町 5・5大同生命高知ピル 7階 明 8-861-2212

植岡高齢・障害者雇用支援センター 干810-0073 福岡市中央区舞鶴 2・1-lOORE福岡赤坂ピル 5陪 092-718-13 T 0 

佐賀高齢・陣曹者雇用支援センター 干840-0816 佐賀市駅南本町5-1住友生命佐賀ピル5階 四 52-37-9117

長崎高齢・障害者雇用支援センター 干850-0862 長崎市出島町 1-14出島朝日生命育木ピル 5階 伺 5司811-3500

熊本高齢・陣曹者雇用支援センター 干860-0844 熊本市中央区水道町 B-6朝日生命熊本ピル3階 伺 6-311・5660

大分高齢・陣害者雇用支援センター 干870-0026 大分市針也町 1-1-1大交セントラルピル 3階 伺7『548~691

宮暗高齢・障害者雇用支援センター 宇880-0805 宮崎市橋通東 5-4-8岩切第2ピル 3階 伺 85-77毛177

鹿児島高齢・陣書者雇用支援センター 干自由2四0844 鹿児島市山之口町 l-10鹿児島中央ピル 11階 099-219-2000 

沖縄高齢・陣書者扇用支蟹センター 干900-00随 部覇市おもろまち 1-3-25沖縄職業信合庁舎4階 国 8-941-3301



I n ＞シルバー人材センターとは

シルバー人材センター（センター）とは、高年齢者が働くことを通じて生きがいを得る

と共に、地域社会の活性化に貢献する組織です

原則として市（区）町村単位に置かれており、基本的に都道府県知事の許可を受けた社

団法人で、それぞれが独立した運営をしています。

定年退職者などの高年齢者に、そのライフスタイルに合わせた「臨時的かっ短期的又はそ

の他の軽易な就業（その他の軽易な就業とは特別な知蘇技能を必要とする就業）」を提供す

るともに、ボランティア活動をはじめとするさまざまな社会参加を通じて、高年齢者の健康

で生きがいのある生活の実現と、地域社会の福祉の向上と、活性化に貢献しています。

I c2＞事業のしくみ

・センターでの働き方は「生きがいを得るための就業」を目的としていますので、一定し

た収入（配分金）の保障はありません。

・センターは、地域の家庭や企業、公共団体などから請負文は委任契約により仕事（受託

事業）を受注し、会員として登録した高年齢者の中から適任者を選んでその仕事を遂

行します。仕事の完成は、契約主体であるセンターが負います。

・センターは発注者から高年齢者にふさわしい仕事を請負契約文は委任契約によりヨl

き受け、センターはその契約内容に従って仕事を完成させます。

I ca＞シルバー人材センター利用時の注意事項

・請負又は委任による就業のため、発注者と就業する会員との聞に雇用関係はありませ

ん。発注者は、就業する会員l乙対して指揮命令権はありません。

・会員は、臨時的かつ短期的な就業を条件にしていますので、ひとりの会員が長期にわ

たる就業はしておりません。ただし、特別な知識、技能を必要とする仕事については、

継続的に就業することもできます。

・事業所の社員と混在して就業する仕事や、発注者の指揮命令を必要とする仕事などの

場合は、一般労働者派遣事業や無料職業紹介事業をと活用いただきます。

I <4＞シルバー人材センターを利用したいときは

量最寄りのシルバー人材センターへ申し込む
http://w附 .zsjc.orJp/center /anatano 

依積できる仕事の内容を櫨寵する
h悦p://www.話tic.orJp/about/about_06.html 

仕事肱、センターが責任を持って完成また肱道行いたします

学習益集高．者活用維進ガイドライン



独立行政法人高齢・聞書・求職者雇用支撮機構委託事業

学習塾業高齢者活用推進ガイドライン

発 行平成24年 10月

社団法人全国学習塾協会

学習塾業高齢者活用推進委員会
〒171・0031東京都豊島区目白3-5-11

TEL03・5996・8511 FAX03・5996・9585

http://www』a.or.jp/

無断複製転載を禁ず



社団法人 全国学習塾協会
〒171-0031　東京都豊島区目白３-５-１１
TEL：03-5996-8511　FAX：03-5996-9585

http://www.jja.or.jp/
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